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講義要旨 

「粉飾決算が起こりにくい会計基準」への変更は、決して難しいことではな

い。しかし「粉飾決算の防止」を何よりも重視しようとすれば、財務報告（利

益の計算と開示）に期待されているその他の目的、なかでも「ディスクロージ

ャー制度にしか果たせない」という意味において最も重要な目的（投資家の意

思決定に有用な情報の提供）を果たすことが困難となる。つまり企業の内情を

より良く見抜こうとすれば、「補正された（その意味で粉飾にさらされやすい）」

情報の提供を甘受しなければならない関係にある。 

会計学の世界においてはこれまで、利益情報が備えるべき 2 つの特質、すな

わち「将来予測に役立つこと」と「客観的で信頼しうること」のバランスをど

う保てばよいのか、という点に多くの関心が向けられてきた。現状では、この

「バランスのとり方」に関して学術的な観点から言いうることは乏しい。投資

家がどのような環境のもとで、いかなる行動原理にもとづいて会計情報を利用

しているのかは不十分にしか解き明かされていないためである。 

にもかかわらず、粉飾決算のような不正が生じると、世論は「ともかくも粉

飾決算を防ぐべし」という論調に傾きがちである。「まずは粉飾決算の防止あり

き」の議論から生産的な解決が生み出される可能性は乏しい。 

社会不正が生じたとき、「所詮は他人事」というスタンスをとるのではなく、

「正義がまかり通る社会に向けて微力ながら何とかしたい」という熱い思いに

駆られることは尊ばれるべきことといえる。ただし、まさしくこの学術俯瞰講

義のタイトルが示唆しているように、社会正義のための「熱い思い」を何らか

の改革へと結実させるためには、冷静な思弁的作業が併せて必要となる。 

実際の会計制度改革においては、この「冷静な分析」が活かされているとは

言い切れず、むしろ「粉飾決算を生み出す温床となっている現行の会計制度を
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別の仕組みに置き換えるべし」という単純な議論がしばしば世論を支配してき

た。会計の仕組みは「取得原価会計」と「時価会計」とに大別できるが、後者

のもとで粉飾が生じると前者の必要性が唱えられ、前者のもとで粉飾が生じる

と後者の必要性が再度唱えられる、という歴史が繰り返されてきたといってよ

い。 

そうした「問題の基本的な構造」は現在も変わっていないといってよい。す

なわち「いくつかの問題点を抱えているにもかかわらず、ある会計の仕組みが

敢えて採択されている理由（現行制度の合理性）」は重要でありながら、世論の

関心がそこに向くことはほとんどないといってよい。マスメディアを支配して

いるのは、そうした分析を「素通り」した単純な二元論にもとづく単純な主張、

すなわち「原価がダメなら時価へ」「時価がダメなら原価へ」（の繰り返し）で

ある。 

根本的な問題解決を目指すのであれば、下記 2 点の視点に立った分析が必要

であろう。すなわち(a)「会社の内情のどの部分に焦点を当てた情報が必要とさ

れているのか」（どこをどう見せてほしいのか）がいまだ十分には解き明かされ

ていない、という現状認識（＝ゴール自体がぼやけてみえていること）、および

(b)一定範囲の情報補正は、「企業の真の姿」を映し出すためにかえって有用だ

という現状認識（＝当事者達はありのままの姿をみたいと願っているわけでは

ないこと）に根差した議論を行うことが、問題解決の端緒となるはずである。 
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